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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第115期
第２四半期
連結累計期間

第116期
第２四半期
連結累計期間

第115期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 5,312,315 6,326,632 11,176,149

経常利益 （千円） 234,335 561,513 765,786

親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益
（千円） 166,957 414,537 536,843

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 211,910 489,950 626,322

純資産額 （千円） 9,507,987 10,158,357 9,849,752

総資産額 （千円） 14,279,609 15,696,591 15,193,781

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 46.23 114.81 148.67

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 66.6 64.7 64.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 432,868 88,245 930,573

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △109,285 △445,284 △44,672

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △125,640 △180,289 △198,215

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 3,695,259 3,674,058 4,211,520

 

回次
第115期
第２四半期
連結会計期間

第116期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 24.92 49.18

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しており

ます。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行なわれたと仮定して、「１株当たり四半期（当期）純利益

金額」を算定しております。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の金融政策の動向や、好調に推移してきた中国経済の先

行き等、海外の要因により不透明感はあるものの、企業業績の改善、所得・雇用環境の改善が続き、緩やかな回復

基調で推移してまいりました。

電線業界における銅電線出荷量は、電力部門が低調に推移しましたが、自動車部門は堅調に推移したこともあ

り、全体では前年同期を上回る状況で推移してまいりました。

そのような状況のもと、当社グループは、安定的な収益力の確保に向けて、新規分野、新規顧客へのアプロー

チ、新商品の市場投入、海外販売の加速、生産能力の増強、コスト削減等を進めてまいりました。

売上高につきましては、電線・ケーブルセグメント、電極線セグメントが増加した結果、前年同期に比べ1,014

百万円増の6,326百万円となりました。

営業利益につきましては、販売を加速するための投資が増えたことや、銅価格の上昇による仕入価格の上昇があ

りましたが、それを上回る売上高の増加やコスト削減等の効果により前年同期291百万円に対し545百万円の利益と

なりました。経常利益は前年同期と比べ円高による為替差損が減少し、前年同期234百万円に対し561百万円の利益

となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期166百万円に対し414百万円の利益となりました。

 

セグメントの業績につきましては、以下のとおりであります。

 

①電線・ケーブル

売上高につきましては、産業用機械メーカー向けに機器用電線、フラットケーブル、光ケーブル、ワイヤーハー

ネス、フレキシブル基板等が増加したことにより、前年同期に比べ828百万円増の5,010百万円となりました。

営業利益につきましては、販売を加速するための投資が増えたことや、銅価格の上昇による仕入価格の上昇があ

りましたが、それを上回る売上高の増加やコスト削減等の効果により前年同期180百万円に対し414百万円の利益と

なりました。

②電極線

売上高につきましては、国内、海外とも堅調に推移したことや銅・亜鉛価格の上昇の影響等により前年同期に比

べ208百万円増の1,152百万円となりました。

営業利益につきましては、販売数量の増加やコスト削減等により前年同期24百万円に対し78百万円の利益となり

ました。

③不動産賃貸

売上高につきましては、前年同期と比べ22百万円減の164百万円となりました。

営業利益につきましては、売上高の減少や修繕費の増加等により前年同期86百万円に対し53百万円の利益となり

ました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間におけるキュッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは88百万円の収入（前年同期は432百万円の収入）となりました。これは、

運転資金の増加等の減少要因がありましたが、税金等調整前四半期純利益や減価償却費等の増加要因が上回ったた

めであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは445百万円の支出（前年同期は109百万円の支出）となりました。これは、

有形固定資産の取得や投資有価証券の取得による支出によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは180百万円の支出（前年同期は125百万円の支出）となりました。これは主

に、配当金の支払によるものであります。

その結果、現金及び現金同等物は当第２四半期連結累計期間に537百万円減少し3,674百万円となりました。

(3）経営方針・経営戦略等

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に変更はありません。

当社グループは、将来にわたって安定的な収益を確保し、ステークホルダーの皆様から評価される企業を目指し

中期経営計画を策定しております。

2014年度から16年度までの中期経営計画「Ｒｅｂｏｒｎ１２０」では適正な収益力をもつニッチトップ電線メー

カーを目指し、2016年度に売上高120億円、営業利益率６％を目標とし取組んでまいりました。

2016年度の実績は、売上高は111.7億円、営業利益率は6.8％となりました。売上高は電極線セグメントにて採算

性の低い商品の販売戦略を見直したことで海外販売が計画を下回ったことが主な要因で目標とするレベルに達しま

せんでした。しかしながら、営業利益率は、コスト削減活動の推進、電極線セグメントにて販売戦略の見直しによ

る利益改善が進み達成できました。

このような状況に鑑み、2017年度は、中期経営計画「Ｒｅｂｏｒｎ１２０」を１年延長し、更なる新商品の創出

力の向上と海外展開のレベルアップを図り売上高120億円を目指します。

営業利益率は将来の成長に向けて、研究開発・生産・海外販売を加速するための投資を引き続き積極的に進める

ことや資源価格の上昇もあり５％とします。

今後もより顧客志向を強め、海外でも価値を認められるニッチトップとなる商品を創出し、グローバル展開を進

めてまいります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は154百万円であり、研究開発活動の状況に重要

な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更は

ありません。

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、営業活動にともなう運転資金及び設備投資資金等の資金需要について、内部資金を充当すると

ともに必要に応じ借り入れ等の外部資金の調達をおこなっております。

当第２四半期連結会計期間末における借入金残高は、190百万円となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

（注）平成29年６月22日開催の第115回定時株主総会において、株式併合について承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数は135,000,000株減少し、

15,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 38,990,870 3,899,087
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 38,990,870 3,899,087 ─ ─

（注）平成29年６月22日開催の第115回定時株主総会において、株式併合・単元株式数の変更について承認可決され、平

成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施し、単元株式数を1,000株か

ら100株に変更しております。この株式併合により発行済株式総数は35,091,783株減少し3,899,087株となっておりま

す。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
─ 38,990 ─ 4,304,793 ─ 3,101,531

（注）平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。これによ

り、発行済株式総数は35,091千株減少し、3,899千株となっております。
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（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門一丁目７番12号 13,075 33.53

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 2,087 5.35

沖電線取引先持株会 川崎市中原区下小田中二丁目12番８号 1,515 3.88

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタンレーＭ

ＵＦＧ証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON

E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町一丁目９番７号）

776 1.99

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 756 1.93

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 640 1.64

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 575 1.47

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 500 1.28

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 413 1.05

沖電線従業員持株会 川崎市中原区下小田中二丁目12番８号 344 0.88

計 － 20,683 53.04

（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）の所有株式数は、総て信託業務に係る株式で

あります。

２．上記のほか、当社が保有している自己株式が2,884千株あります。

３．当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

すが、上記所有株式数については、当該株式併合前の所有株式数を記載しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等）  ─ ─ ─

議決権制限株式（その他）  ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,884,000 ─ ─

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,936,000 35,935 ─

単元未満株式 普通株式 170,870 ─ ─

発行済株式総数  38,990,870 ─ ─

総株主の議決権  ─ 35,935 ─

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式

1,000株が含まれております。

２．「議決権の数」の欄には、当社が実質的に所有していない当社名義の株式に係る議決権の数１個が含まれてお

りません。

３．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式388株が含まれております。

４．平成29年６月22日開催の第115回定時株主総会において、株式併合・単元株式数の変更について承認可決さ

れ、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施し、単元株式数を

1,000株から100株に変更しております。この株式併合により発行済株式総数は35,091,783株減少し3,899,087株

となっております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

沖電線株式会社
川崎市中原区下小田

中二丁目12番８号
2,884,000 ─ 2,884,000 7.39

計 2,884,000 ─ 2,884,000 7.39

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権

の数１個）あります。

なお、当該株式数は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,711,525 3,224,069

受取手形及び売掛金 3,403,572 ※ 3,814,255

有価証券 749,994 699,989

商品及び製品 657,432 675,910

仕掛品 545,135 609,516

原材料及び貯蔵品 238,252 283,151

その他 280,340 332,582

貸倒引当金 △13,886 △13,908

流動資産合計 9,572,366 9,625,566

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,277,356 2,289,849

土地 1,458,193 1,458,193

その他（純額） 616,937 734,718

有形固定資産合計 4,352,487 4,482,761

無形固定資産 16,740 14,531

投資その他の資産   

その他 1,256,287 1,577,833

貸倒引当金 △4,100 △4,100

投資その他の資産合計 1,252,187 1,573,733

固定資産合計 5,621,414 6,071,025

資産合計 15,193,781 15,696,591
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,962,593 2,020,245

短期借入金 190,000 190,000

未払法人税等 228,820 178,685

その他 911,874 1,161,135

流動負債合計 3,293,287 3,550,066

固定負債   

退職給付に係る負債 1,764,272 1,699,774

その他 286,469 288,393

固定負債合計 2,050,741 1,988,167

負債合計 5,344,029 5,538,234

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,304,793 4,304,793

資本剰余金 3,101,531 3,101,531

利益剰余金 3,176,343 3,410,335

自己株式 △808,987 △809,785

株主資本合計 9,773,681 10,006,873

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 291,440 324,820

為替換算調整勘定 21,990 23,311

退職給付に係る調整累計額 △237,359 △196,647

その他の包括利益累計額合計 76,071 151,483

純資産合計 9,849,752 10,158,357

負債純資産合計 15,193,781 15,696,591
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 5,312,315 6,326,632

売上原価 3,970,899 4,639,094

売上総利益 1,341,415 1,687,537

販売費及び一般管理費   

給料手当及び福利費 567,577 599,926

退職給付費用 41,985 45,712

貸倒引当金繰入額 － 22

その他 440,687 495,993

販売費及び一般管理費合計 1,050,250 1,141,654

営業利益 291,165 545,882

営業外収益   

受取利息 859 727

受取配当金 9,661 11,812

為替差益 － 2,166

貸倒引当金戻入額 50 －

その他 1,943 2,441

営業外収益合計 12,513 17,148

営業外費用   

支払利息 1,517 1,483

為替差損 67,544 －

その他 282 33

営業外費用合計 69,344 1,517

経常利益 234,335 561,513

特別利益   

固定資産売却益 － 579

特別利益合計 － 579

特別損失   

固定資産処分損 181 6,426

特別損失合計 181 6,426

税金等調整前四半期純利益 234,153 555,666

法人税、住民税及び事業税 88,925 145,247

法人税等調整額 △21,728 △4,118

法人税等合計 67,196 141,128

四半期純利益 166,957 414,537

親会社株主に帰属する四半期純利益 166,957 414,537
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 166,957 414,537

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △11,736 33,379

為替換算調整勘定 11,204 1,321

退職給付に係る調整額 45,485 40,711

その他の包括利益合計 44,952 75,412

四半期包括利益 211,910 489,950

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 211,910 489,950
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 234,153 555,666

減価償却費 205,423 212,937

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 36,784 △5,666

貸倒引当金の増減額（△は減少） △50 22

売上債権の増減額（△は増加） 18,184 △411,058

たな卸資産の増減額（△は増加） 27,403 △127,866

仕入債務の増減額（△は減少） 13,764 57,332

その他 51,113 △21,476

小計 586,777 259,890

利息及び配当金の受取額 10,700 12,498

利息の支払額 △2,200 △2,203

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △162,409 △181,939

営業活動によるキャッシュ・フロー 432,868 88,245

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の純増減額（△は増加） 100,622 －

有形固定資産の取得による支出 △209,558 △151,536

有形固定資産の売却による収入 － 586

無形固定資産の取得による支出 △486 －

投資有価証券の取得による支出 － △295,299

その他 137 965

投資活動によるキャッシュ・フロー △109,285 △445,284

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の純増減額（△は増加） △134 △798

配当金の支払額 △125,506 △179,490

財務活動によるキャッシュ・フロー △125,640 △180,289

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29,593 △134

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 168,349 △537,461

現金及び現金同等物の期首残高 3,526,910 4,211,520

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,695,259 ※ 3,674,058
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 －千円 135,047千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 3,245,264千円 3,224,069千円

有価証券 1,000,336 699,989

計 4,245,600 3,924,058

３か月超の定期預金 △250,000 △250,000

償還期限３か月超の有価証券 △300,341 －

現金及び現金同等物 3,695,259 3,674,058

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 126,391 3.50  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月26日

取締役会
普通株式 72,222 2.00  平成28年９月30日  平成28年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日

定時株主総会
普通株式 180,546 5.00  平成29年３月31日  平成29年６月23日 利益剰余金
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２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 198,585 5.50  平成29年９月30日  平成29年12月６日 利益剰余金

（注）当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施して

おります。「１株当たり配当額」につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸 合計

売上高     

外部顧客への売上高 4,182,042 943,279 186,993 5,312,315

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 4,182,042 943,279 186,993 5,312,315

セグメント利益 180,289 24,272 86,603 291,165

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更しております。

この変更による前第２四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸 合計

売上高     

外部顧客への売上高 5,010,117 1,152,050 164,464 6,326,632

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 5,010,117 1,152,050 164,464 6,326,632

セグメント利益 414,363 78,426 53,092 545,882

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 46円23銭 114円81銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
166,957 414,537

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
166,957 414,537

普通株式の期中平均株式数（株） 3,611,141 3,610,793

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施してお

ります。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行なわれたと仮定して、「１株当たり四半期純利益金額」

を算定しております。

 

（重要な後発事象）

１．沖電気工業株式会社による当社株式に対する公開買付について

当社は、平成29年10月31日開催の取締役会において、以下のとおり、沖電気工業株式会社（以下「公開買付

者」といいます。）による当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公

開買付け」といいます。）に関して、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付

けへの応募を推奨することを決議いたしました。

なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続により当社を公開買付者の完

全子会社とすることを企図していること、並びに当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われ

たものです。

（１）公開買付者の概要

①名称　　　　　　　　　沖電気工業株式会社

②所在地　　　　　　　　東京都港区虎ノ門一丁目７番12号

③代表者の役職・氏名　　代表取締役社長執行役員　鎌上 信也

④事業内容　　　　　　　電子通信・情報処理・ソフトウェアの製造・販売及びこれらに関するシステムの

構築・ソリューションの提供、工事・保守及びその他サービス

⑤資本金　　　　　　　　44,000百万円（平成29年９月30日現在）

⑥設立年月日　　　　　　昭和24年11月１日

（２）公開買付けの概要

①買付け等の期間

平成29年11月１日（水曜日）から平成29年12月18日（月曜日）まで（32営業日）

②買付予定の株券等の数

買付予定数　　　　2,303,009株

買付予定数の下限　1,170,800株（買付予定数の上限は設けておりません）

（注）公開買付者は、当社を完全子会社とすることを目的としているため、本公開買付により当社の発行済

株式（ただし、当社が所有する自己株式を除く。以下「当社発行済株式」といいます。）の全てを取

得できなかった場合には、本公開買付け成立後に、一連の手続（株式売渡請求または株式併合）を実

施することにより、当社発行済株式の全てを取得することを予定しております。

③買付け等の価格

普通株式１株につき、金3,650円

④公開買付開始公告日

平成29年11月１日（水曜日）
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２．株式併合及び単元株式数の変更等

当社は、平成29年５月17日開催の取締役会において、平成29年６月22日開催の第115回定時株主総会に、株式

併合及び単元株式数の変更について付議することを決議し、同定時株主総会で承認可決され平成29年10月１日

でその効力が発生しております。
 
（1）株式併合及び単元株式数の変更の目的

全国証券取引所は、投資家の利便性向上を目的として、国内上場会社の普通株式の売買単位（単元株式

数）を100株に統一する「売買単位の集約に向けた行動計画」を進めており、その期限を平成30年（2018

年）10月1日と定めております。当社は、上場会社としてこの趣旨を踏まえ、会社法第195条第1項の定めに

基づき、当社の単元株式数を1,000株から100株に変更する旨の決議を行いました。

これに伴い、単元株式数が100株になった後も、当社株式の売買単位当たりの価格の水準を維持し、ま

た、株主の皆様の議決権の数に変更が生じることのないよう、当社株式について10株を1株にする併合（以

下「本株式併合」）を行うことといたしました。
 
（2）株式併合の内容

①株式併合する株式の種類

普通株式

②株式併合の方法・割合

平成29年10月１日をもって、同年９月30日の最終の株主名簿に記録された株式について、10株を１株の

割合で併合いたしました。

③株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年９月30日現在） 38,990,870株

株式併合により減少する株式数 35,091,783株

株式併合後の発行済株式総数 3,899,087株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済

株式総数及び株式併合割合に基づき算出した理論値であります。
 

（3）１株未満の端数が生じる場合の処理

本株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条の定めに基づき、当社が一括

して処分し、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対して、端数の割合に応じて交付いたします。
 
（4）効力発生日における発行可能株式総数

15,000,000株

株式併合の割合にあわせて、従来の150,000,000株から15,000,000株に減少いたしました。
 
（5）単元株式数の変更の内容

株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。
 
（6）単元株式数の変更及び株式併合の日程

取締役会決議日 平成29年５月17日

株主総会決議日 平成29年６月22日

単元株式数の変更及び株式併合の効力発生日 平成29年10月１日
 
（7）１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。

 

２【その他】

　平成29年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………198,585千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月６日

（注）１．平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．「１株当たりの金額」については、基準日が平成29年９月30日であるため、平成29年10月１日付の株式

併合前の金額を記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月13日

沖電線株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　　修　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山川　幸康　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖電線株式会社

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平成29

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖電線株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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